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国際経済環境 とアジア NICs

池 本 清*

InternationalEconomicEnvironmentandAsianNICs

KiyoshiIKEMOTO*

Thispaperconsidersthecausesand limitsof

successfuleconomicdevelopmentinAsian Newly

lndustrializing Countries(NICs)in the face of

changesintheinternationaleconomicenvironment.

Asian NICshad neithersuperiorproduction

technologleS,Capital,managerialskillsLnorforeign

marketsformanufacturedgoods. Itistherefore

naturalthattheyhadtodependonenterprlSeSin

industrializedcountries. However,tI〕eirdesireto
introduce directinvestmentsfrom industrialized

countriescould berealizedonlyife]nterprlSeSin

industrializedcountrieswerewillingt｡makesuch

investment. In the1960S,when technicalinno-

vationsdidnotemergeandexistingtechnologleS

were rapidly transferred to otherindustrialized

countriesthrough licenceand directinvestment,
thosewishingtosurviveandtogrow underthe

severecompetitionhadincentivesfordirectinvest-
mentinAsian NICsthatofferedsuchconditions

aspoliticalstability,andbetterandcheaperlabor･
Thus the international economic environment

providedbetterconditionsforAsian NICsin the
1960sandin the五rsthalfofthe1970S,

Inthelatterhalfofthe1970S,theinternational

economi cenvironmentchangedmarkedly:frequent

trade conRicts arose between members of the

Ⅰ は じ め に

アジア NICsの問題 を取 り上げるために

は,まず NICsとは何か,そしてアジア NICs
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economictrianglecomprlSlngtheU･S･,theE･C･

and Japan;economic growth in industrialized

countriesslowedmainlyduetotheoilcrisisof1973;

andquasi･NICsemergedinAs ia. Andthesuccess

ofAsianNICsbroughtaboutrapidwageincreases

duetothesmallerpopulationsinthosecountries･

Undertheseconditions,AsianNICshavebecome

obligedtomakeanindustrialtransformationaway

from labor-intensive toward capital-intensive or

technology-intensiveindustries･ ThusAsianNICs

havebeen,onceagaln)turnlngtOdependenceon

directinvestmentsfrom industrialized countries,
whosetradeistending toward the Horganized=

Oneandwhichareaimingtopromotedirectinvest一

mentsbetweenmembersoftheeconomictriangle

inordertoavoidtradeconflicts.

Furthermore,pastexperience ofthe fade-Out

policyadoptedbyAsianNICsmaydeternewdirect
investmentsintothem becauseoftherisksinvolved･

ThusitisrecommendedthatAsianNICsshould

introducetechnologyandtechnicalguidancerather

than directinvestment･ Theemergenceofma-

chineswithnumericalcontrolsystemsandrobots

duetotechnicalprogressinsemiconductorswill

helpAsianNICstoovercomesomeofthetechnical
barriers.

に入 るのはどの国かを規定 しなければな らな

い｡OECD レポー ト[1980]によると,1963-

77年について,(1)工業部門における雇用水準

の増大 とその全雇用に占めるシェアの急速な

伸び,(2)製品輸出における市場 シェアの増大,

(3)1人 当り実質国民所得の先進工業国とのギ
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ヤップの急速な相対的縮小,の 3条件が充た

される発展途上国を NICsと規定 し,ギ リシ

ア,ポル トガル,スペイン,ユーゴの南 ヨー

ロッパ 4カ国,ブラジル,メキシコのラテ ン

アメリカ 2カ国,香港,台湾,韓国,シンガ

ポールのアジア4カ国の計10カ国を NICsの

例としている｡ これまでのところ,NICsと

いう場合,おおむね,この OECD のいう10

カ国のこととされている例が多い｡

本質的にいえば,NICsとは ｢自律的経済

成長ができるようになり, しかもそれが製造

業を主 とするインダス トリアル ･ダイナ ミズ

ムによって支えられるようになった先進国以

外の国｣[池本 1981a]である｡ 自律的成長

ができるようになることは, 1人当り所得水

準が他の発展途上国よりも高 くなったことに

み られ,また 1人当り所得水準が高 くなるこ

とは, 生産技術, 労働生産性, 経営技術,

労働の質などが高まったことをインプライす

る｡他方,経済規模を示す GNPは,人口の

多いブラジル (1978年に約 1億2,000万人)と

メキシコ (6,500万人)以外でも,韓国とスペ

イン約3,700万人,台湾1,700万人,ポル トガ

ル970万人, 香港460万人, シンガポール240

万人のように大きな差があり, したが って工

業成長が輸出依存を高める程度にも差が生 じ

る｡国内市場が狭ければ,工業成長のために

は, 一層輸出依存度 が高 くなる傾向 がある

(1976年の輸出/総生産量の比率は,香港とシ

ンガポール で77%程度, 韓国37%, 台湾28

%,スペイン10%,ポル トガル6%,ブラジ

ル5%)｡ アジア NICsにおいては, 国内市

場規模が大きくないだけに,輸出の高い伸び

として表われる｡ ブラジルやメキシコのよう

に国内市場が大きいと,アジア NICsに比べ

て輸出は大きくない｡
NICsの質的規定を量的 ･現象的にみると

すれば, 1人当り所得水準が高 くなったこと

と,工業発展が成果をあげていることの証拠
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としてその輸出が増加 していることが最低限

のメルクマールとなるであろう｡ これ らは,

もちろん, 先進工業国との比較にお いて,

そのギャップを埋める方向でなければならな

い｡そうであるか らこそ,OECD をはじめ

として,｢NICsの追上 げ問題｣ とよばれる

先進工業国の被害可能性大 という形でクロー

ズアップされたのである｡ もし,主として先

進工業国向けであるNICsの輸出増大が先進

工業国の総輸入に占めるシェアが低水準にと

どまるとすれば,先進工業国の輸入競合産業

に与えるインパク トは大 したものではな く,

したがって注目されることはあっても,加害

者として大々的に取 り上げられることはない

であろう｡

本稿においては,問題をアジア NICsに限

定 して,アジア NICsが成果をあげるに至 っ

た本質を,国際経済の構造的視点か ら考察す

ることにしよう｡

II 国際経済の構造変化

第 2次大戦後の国際経済は,本稿との関連

においては,大 きく二つの期間に分けること

ができる｡ 第 1期 は, 第 2次大戦直後 か ら

1970年まで,第 2期は1970年以降である｡ 何

故 このような期間の区分を行 うかを,以下に

おいて説明しよう｡

第 1期は,第 2次大戦中 ･直後におけるア

メリカの数々の技術革新を背景として,アメ

リカの経済力が絶大であった状況がほぼ終る

までの期間である｡ アメリカの技術革新は,

産業革命,19世紀末 4半世紀の第 2次技術革

新に続いて第 3次技術革新とよばれるもので

あって,テ レビ, トランジスター,レーダー,

コンピューター,ペニシリン,DDT,ジュラ

ル ミン,プラスチ ック,原子力, ジェット･

エンジンなど広い分野に及ぶ｡加えて,戦災

にあうこともな く,む しろ第 2次大戦遂行の
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ために生産能力は拡大 して,アメ リカの経済

力,工業力は第 2次大戦後非常に強大であっ

た(1950年,アメ リカは世界の GNPの36%を

占め,第 2位はイギ リスの 5%であった)｡ こ

の絶大な経済力をバ ックに,アメ リカは西 ヨ

ーロッパの経済復興を助け,またソ連ブロッ

クとの対決を行 うために巨額の経済援助や軍

事援助を行な ったのである｡1950年代半ばに

なると,当時の最新鋭の機械設備をアメ リカ

か ら輸入 した西 ヨーロッパ諸国では経済成長

がめざましく,西 ヨーロッパ市場の大きさと

有望性に着 目したアメ リカの製造業大企業は

続 々と西 ヨーロッパ-直接投資を行なった｡

しか も,1958年にヨーロッパ経済共同体 EEC

が結成されるに至 って,その動きはますます

活発 となった｡逆に,アメリカでは新 しい技

術革新が続かず, しか も技術の切売 り･貸与,

最新設備の輸出,西 ヨーロッパでの生産子会

社設置などを通 して,あるいは西 ヨーロッパ

での技術開発によって,1960年代にアメ リカ

と西 ヨーロッパの技術ギャップは急速に解消

していった｡技術的優位を保てな くなったア

メ リカの貿易黒字は一転 して赤字に転落 し,

資本輸出,直接投資,経済援助などによる赤

字に上乗せされたため, ドルの信認は低落 し

て,60年代 は国際通貨不安の時期となる｡ 固

定為替 レー ト制が維持されたため ドルは過大

評価 となり,アメ リカ大企業は直接投資を増

加 させて海外での生産物をアメ リカ本国に輸

出することが有利である状況 を招 い た｡ 他

方,アメ リカ企業の進出を認めないで専 ら技

術導入を促進させる形で, 日本は高度成長を

遂げた｡1970年,アメ リカはウィリアムズ報

告を発表 し, もはや自由世界をアメ リカだけ

で支える時代は終 り,アメ リカ, ヨーロッパ

共同体 EC, 日本の経済的三極が平等にコス

トを負担すべきであるという新 しい方針に変

った｡ アメ リカ経済力 の相対的低下は, 事

実,1971年 8月のニクソン ･ショックにおけ

る ドルと金の交換停止,同年12月のス ミソニ

アン合意における ドル切下げ,さらに1973年

3月の再度の ドル切下げによって立証されて

いるところである｡

第 2期は,アメ リカ,EC,日本の経済的三

極内における貿易摩擦のひん発によって特色

づけられるものであって,本質的には経済的

三極間の生産技術がほぼ同水準 (ただ し戦略

兵器,宇宙技術,原子力,航空機を除 く) に

なった時代であるとみることができる｡異種

の工業製品を先進工業国が輸出し合 っている

なら, これ らの国の産業間における摩擦 は生

じない｡お互いに補完的な製品を貿易 し合 う

ことになる｡ しか し,プロダク ト･サイクル

論が示 しているように,ある工業製品が革新

国で開発 されると,導入期,成長期,成熟期

を経過するのが一般的であり,成長後期ない

し成熟期には未熟練労働の利用を可能 とさせ

る大量生産方法に適合するように,生産技術

が標準化す る｡ 革新企業は,生産技術が標準

化 して,その技術を体化 した機械設備を購入

しさえすれば誰で も生産することができるよ

うになる前 に,外国の成長市場に海外直接投

資を行なって子会社を設置するか,あるいは

外国の企業に技術 ･ノウハウを貸与 してロイ

ヤ リテ ィーの稼得で納得するか,という選択

を行わなければな らない｡ この選択は,外国

の企業が革新企業の特許に抵触 しない方法で

同種製品を生産する技術を開発することがで

きるようになる場合,一層早められるであろ

う｡ 革新国か らの技術移転,またはその他の

国での技術開発を通 して高度先進工業国間で

同種製品をお互いに生産できるようになると

いうことは,主要な工業製品がプロダク ト･

サイクルの成長後期ないし成熟期に入 った こ

とを示 し,標準化技術はどこ-で ももってい

ける状況になったことをインプライする｡ な

お,高度先進工業国とは, 1人当り所得水準

が高 く, 広範な工業 を もち, 技術開発力な
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いし技術模倣力が高い先進国のことである｡

1971年に,筆者は,今後 (もちろん,永久に

という意味ではな くて第 4次技術革新が生 じ

るまでは)において,高度先進国は保護貿易

主義をとるのも巳むをえないという新説を提

出した [池本 1971]｡その時点では,高度先

進国としてアメ リカとECを想定 し, 日本 も

数年後には仲間入 りするのであるか ら,東南

アジア諸国と一緒になって,アメリカに対 し

て繊維品輸入の門戸開放を要求するのは,か

えって仇になるのではないかと考えた もので

あった｡高度先進国が保護貿易主義をとらざ

るをえない理由は,高度先進国における技術

革新が低迷 しているのに対 して,既存の技術

は次 々に伝播され,高度先進国間で同種製品

を生産するような状態となり,その中である

国がある製品において大量生産を行なって価

格を引き下げるとか,品質の向上を図ること

ができるな ら輸出が伸び,輸入国では圧迫さ

れる輸入競合産業の産業調整問題がうま く処

理できない (技術革新の低迷による成長産業

の欠如のため) ことにある｡高度先進国の保

護貿易という場合,それは1930年代のブロッ

ク主義を伴 うそれではなく,自由貿易か らあ

まり大きくかけ離れないもの,つまり,1976

年か らよばれ始めた管理貿易ないし組織化さ

れた貿易に該当する｡

このように,第 2期は第 1期末の60年代を

過渡期 とし,第 1期が優れた技術を もつアメ

リカを中心とする異種製品の補完的貿易が先

進工業国内で主であったのに対 して, 第 2期

は,その技術ギャップが特に大量に消費され

る民生用製品において解消 したために,同種

製品の競争的貿易が行われる時代として特色

づけられる｡ 第 2期においては,高度先進国

がアメ リカ,EC, 日本の三極となり, これ

ら三極の うち一極が少 しで も技術改良や生産

性向上に成功すると,製品の質的向上や価格

低下か ら国際競争力が強 くなり,競争相手企
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業に打撃を与え,貿易摩擦につながる｡ した

がって貿易摩擦を回避するには,三極が少な

くとも全 く同 じペースで経済活動 ･運営を行

う必要がある｡ 技術改良,生産性,設備投資,

経営理念などにおいて,三極の産業が同 じ歩

調をとることが必要であり,政策 も三極の同

一歩調を乱さないようにする必要がある｡ し

か し,国民性が異なり,価値観が異なり,ま

た経済のフロー面はともか くス トック面の差

があるからには,いま述べたような同 じペー

スで経済運営を行 うことはできない｡ したが

って,管理貿易が登場せざるをえない｡

第 2次大戦後の国際経済のあり方は,以上

で概説 したような変貌を遂 げた の で あ る｡

EC諸国や日本に経済成長のための基礎が備

わ っていた (あるいは成長プロセスの中で し

だいに形成された) ことは明 らかである｡ 人

間の質,企業者精神,貿明な政府,そ して経済

成長についての適切な経済理論があった｡ま

た, 第 2次大戦後の IMF･ガ ット体制の標

傍する自由貿易 ･自由投資は,米 ソ二大圏の

成立 もあって,アメリカが専 らコス トを負担

して ECや日本をパー トナーとして育成する

枠組みを提供 した｡ さらに,1971年のテ-ラ

ン協定を契機 とするOPECのパワー台頭は,

1973年の第 1次石油危機において,原油の生

産･価格の決定に対す る権利が完全に OPEC

の手に移 ることを可能 にさせた｡ 1974年 以

降,先進国世界はインフレ抑制のために低成

長を余儀な くされた｡ この新 しい外生的要因

が加わったため,それがな くて も第 1期か ら

第 2期 に移 行 せざるを えなか った 国際経済

は,一層の困難に彩 られることとなったので

ある｡

ⅠⅠⅠ 国際経済環境の中におけるアジア

NICsの経済発展

経済 (産業)発展のタイプを次のように分



池本 :国際経済環境 とアジア NICs

類 しよう｡ 第 1は内発的経済 (産業)発展で

あって,外国の資本設備,原材料,技術を導

入するのは構わないが,産業発展を自国の経

営者や政府の手によって行 うものである0 日

本の経済発展は, このタイプに入 る｡現在の

先進国もこのタイプに該当する｡ 第 2は他発

的経済 (産業)発展で,産業発展が外国企業

によって主導 される場合である｡ このタイプ

は,さらに二分される｡一つは,植民地 とか

経済的支配下にある国の場合で, この国の政

府 は何 ら自主性をもたず,植民本国ないし経

済的支配国か ら企業が入 ってきて主要な産業

活動を行 うものであるOいま一つは,政府が

自主性をもって経済計画を立てたり経済政策

･組織づ くりを自主的に行 うことはできるが,

産業発展計画を実行するには資本 ･技術 ･経

営能力 ･市場などがない (あるいは不足 して

いる)ため,外国企業を誘致 して肩代 りして

もらうことである｡ つまり,経済運営につい

て,前者では政府の自主性がな く,後者では

自主性のある点が重要なポイントである｡ 経

済発展のタイプとしては,自主性のない他発

的経済発展 (この場合,定義か らして大 した

成果をあげることはないであろう) よりは自

主性のある他発的経済発展が望ましく, さら

に内発的経済発展へ昇華するのが良い｡自主

性があって自らの望む経済発展はできても,

外国企業に支え られているのでは,外国企業

の思惑 (例,多国籍企業はグローーパルなネッ

トワーク全体として利潤極大化をめざし,ま

たそうでない企業 も地域的ネットワーク全体

としての利潤極大化をめざす)や,外国政府

の方針とか規制によって,他人の手を借 りた

実践では所期の目的を達成することは一般的

に困難である｡ したが って, 自らの経済発

展を自らの手で行 うことが終局的に必要であ

る｡ もちろん,内発的経済発展といって も,

常に順調であるとは限 らない｡資本が不足 し

たり, 機械設備 や原材料 が 十分でなか った

り,技術が劣 ったりすることがしばしば生 じ

る｡ しか し,それらのボ トルネックを,時間

は多少余分にかかるとしても,自国経営者の

手によって克服することが,経験曲線とか学

習曲線 とよばれるものによってインプライさ

れているように, 重要なことであり,次の高

いレベル-の飛躍を可能にさせるのである｡

このような経済発展の分類か らみると,ア

ジア NICs(ラテ ンアメ リカ NICsも)は白

主性をもつ他発的経済発展か ら内発的経済発

展-少 しずつ向かいつつあるとみることがで

きる｡

香港は1950年代か ら,台湾と韓国は1960年

代に入 って,またシンガポールは1960年代後

半か ら,輸出志向的工業化路線 を歩 み始 め

た｡香港は,1950年代前半に綿紡績業を確立,

1950年代後半は綿紡績 ･縫製品 ･プラスチ ッ

ク加工,1960年代前半は玩具と造花を中心 と

するプラスチ ック工業を取 り入れ,1960年代

後半は トランジスター ･ラジオや電子部品な

ど電子工業を加えるなど,労働集約的工業を

中心とする工業化を進めた｡これ ら産業にお

ける外国企業のシェアを知るデータはとれな

い｡ しか し,1977年末の直接投資受入残高を

みると (以下の数字は渡辺利夫編 [1979]によ

る),電子機器5.2億 HKドル,電気機器 2倍

HKドル,合わせて7･2億HKドル,繊維3.1億

HKドル, 化学品2.4億HKドル, 時計1.4倍

HKドル,金属製品 1億HKドル,食品7,300

万HKドル,玩具6,100万HKドルとなってい

るのに対 し, 1976年の輸出は衣類143倍HK

ドル,繊維31億HKドル,計174億HX_ドル,

ついで電気 ･電子機器42億HKドル, 人形 ･

玩具19億HKドル, 時計12億HKドル , 金属

製品8.4億HKドルとなっており, 内発 的 産

業発展段階に入 った繊維産業を除けば,輸出

金額の多い分野には外国企業の直接投資 も大

きくなっている｡

台湾では,1966年の高雄輸出加工区創設以
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来,外国企業の進出が活発となり,繊維, 電

子機器を中心 とする労働集約的産業が育ち,

1970年代後半には機械類 も伸長 を みせ て い

る｡また,鉄鋼,造船,自動車,石油化学の重化

学工業分野の産業発展 も進みつつある｡1976

年末の直接投資受入残高をみると,電気 ･電

子機器5.2億 ドル,化学品2.3億 ドル,機械類

1.2億 ドル, 金属加工1.1億 ドル, 繊維1･1億

ドルなどに対 し,1976年の輸出は繊維25億 ド

ル,電気 ･電子機器13億 ドル,プラスチ ック

･同製品5.7億 ドル,一般機械5.7億 ドルとな

っており,ここで も内発的産業発展に転化 し

た繊維を除けば,外国企業の活動は輸出の活

発な分野において大きい｡

韓国も1960年代は繊維を中心に,1970年代

には電気 ･電子機器を育成 した｡1973年か ら

は鉄鋼輸出が大幅に増加 して,アメ リカ市場

で日本のシェアを侵食 し始めている｡ また造

船 も,1973年か ら生産が急増 し,造船王国で

あった日本のシェアを低下させた｡さらに,

1978年ごろか らは 自動車輸出 が開始 され た

り,石油化学の生産能力が拡大 されている｡

1977年10月の直接投資受入残高は,繊維･衣類

1.8億 ドル,化学品1.8億 ドル,電気 ･電子機

器1.2億 ドル,機械4,900万 ドル,金属4,400万

ドルなどに対 し,1976年の輸出額は,被服13

億 ドル,織物類4.6億 ドル,セーター3.1億 ド

ル,計21億 ドル,電気 ･電子機器10億 ドル,

はきもの4.2億 ドル,鉄鋼製品4.1億 ドル,令

板3.5億 ドル,船舶3.5億 ドル,合成樹脂製品

2.9億 ドルとなっており, 内発的産業発展が

可能になっているはきもの,合板,それに繊

維を除 くと,外国企業活動との関係が浅 くな

いことを推測させる｡

シンガポールは,1965年に独立後,電子部

品中心の輸出志向的工業化を開始 し,主とし

て外国企業を誘致することによって経済発展

を図った｡その後,一般機械,造船,精密機

器などにも手を拡げている｡1976年末の直接
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投資受入残高は,石油･石油製品15億 Sドル,

電子機器4.1億 Sドル,一般機械3.4億 Sドル,

輸送機器2.5億 Sドル,繊維 ･衣料2.3億 Sド

ル, 精密機器 1.5億 Sドルなどであるのに対

して,1976年の輸出は石油類37億 Sドル,電

気機器22億 Sドル, 一般機械 9.8億 Sドル,

繊維 ･衣料8.9億 ドル,造船6.4億 Sドル,精

密機器 4億 Sドルとなっている｡ 直接投資残

高順位と輸出順位の相関度はかなり高い｡

このように, シンガポールが自主性ある他

発的経済発展の典型となっている以外は,自

主性ある他発的産業発展か ら内発的産業発展

へ移行 したものがあり,新 しい産業分野にお

いては自主性ある他発的産業発展の段階にあ

る｡

自主性ある他発的産業発展をまずめざした

アジア NICsに対 して,先進工業国は何故直

接投資を行なったかが問われなければならな

い｡直接投資の動機として,日本のアジア向

けでは,1970年代後半に(1)市場の確保 と開拓,

(2)労働力事情の有利性,(3)原材料 ･資源の供

給確保,(4)経営の多角化 ･国際化の指向,の

順になっている[通産省 1978]｡ このうち,

(1)と(4)は相通 じるものである｡ したがって,

製造業の直接投資動機 としては, (1)進出先国

の経済規模が小さい場合にはオフショア生産

拠点を設置して本国または他の先進工業国へ

輸出する,(2)進出先国の経済規模が多少大 き

いか,または大きくなって くる場合には国内

市場向けに生産する,(3)いずれにしても,坐

産技術が標準化され,未熟練労働で も少 しば

か りの訓練によって生産活動を行 うことがで

きるような製品を,低賃金で利用できるとい

うことになる｡

発展途上国側が外国企業の進出に対するイ

ンセ ンテ ィブを与えると発表 しただけでは,

外国企業は必ず しも進出してこない｡進出先

国の国内市場が最低限の規模以下(ブラジル,

メキシコは問題な く,韓国,とりわけ台湾は
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最小規模に近い)であり, しか も成長性があ

るか,そうでなければ低賃金労働を利用でき

るような輸出拠点 となりうることが必要であ

る｡先進工業国企業は,ゴーイング ･コンサ

ーンとして,利潤を長期的に極大化すること

を目標にし,それに向けて企業成長を図る｡

企業は,手段として,技術向上による製品の

質的改善,新製品開発,それに生産 コス ト引

下げを中核 とし,製品の多様化と市場の多角

化を行いながら成長 する｡ 原材料 を他企業

か ら購入することに供給の安定性 ･円滑性が

欠如 したり価格が高 くつ く場合,あるいは自

ら開発 した新技術を他企業に売るには技術の

市場がない場合など,企業は原材料供給源や

技術を自らの企業の中に取 り込んで生産物を

拡大する (これは内部化とよばれる)｡ もち

ろん, 内部化はベネフィットばかりではなく

コス トも伴 う｡ また,他企業との競合関係 も

考慮 しなければならない｡ したが って,企業

規模は無限に拡大 していくわけではない｡限

界ベネフィットと限界 コス トが等 しい点まで

しか,規模拡大は続けられない｡ただ し, こ

の最適の内部化の程度は,いつ も一定値であ

る必然性はない｡生産技術や新製品開発によ

って,大になり小になることもある｡

アメリカの繊維産業は,1960年代にはもは

や国際競争力をもたず,日本や香港か ら圧迫

されていた し,アメ リカ国内で も主要産業で

ある自動車,鉄鋼,電気機器,化学品などに

対 して縮小 していたため,ごく一部の大企業

がアジアNICsに対 して進出 した程度であっ

た｡このように,労働集約的産業なら低賃金

労働を利用するために大挙 して海外進出する

とは限 らず,その産業が国際経済および国内

経済のどんな環境に置かれ,どの程度の力を

もっているかに依存する｡アジアNICs-進

出したのは,主として日本の繊維産業であっ

た｡日本の繊維産業は,アメリカ向け輸出が

1960年の長期綿製品協定 LTA によって困難

になるや,アジアNICsその他に子会社を設

け,そこか らアメ リカ(およびヨ-ロッパ)に

輸出した｡ 日本は, 繊維原料をアジア NICs

の子会社に輸出する｡ しか し,繊維産業の生

産技術 ･ノウハウや経営技術を習得 したアジ

アNICsでは,政府がフェー ドアウ ト政策を

行 う (韓国,台湾) ことによって,繊維産業

を自国化 (通常は現地化とよばれる)する段

階がやって くる｡ ここに,外国企業を利用 し

ながら自国産業を興す巧みな政策をみること

ができる｡ しか し, このような自主性ある他

発的発展か ら内発的発展-の転化は,先進工

業国企業にNICs向け直接投資は危険 (リス

ク)を伴 うことを知 らせることになり,各種

の自衛措置をとらせるであろう｡ NICs-の

(あるいはその他の発展途上国-の)直接投

資を止めて他の先進国へ直接投資するとか,

NICsやその他発展途上国-直接投資する場

合にも, フェー ドアウ ト (あるいはシンガポ

ールのように,産業転換を人為的な高賃金政

策によって実施する場合もある)の危険を考

慮 して, トランスファー ･プライシングを利

用 してできるだけ早 く元本 ･利潤を回収 しよ

うとするで あ ろう｡ また, 高級な技術や資

本設備はもちださないようにするかもしれな

い｡他方,国家主権は強 く,どんなに巨大な多

国籍企業であろうとも対抗できない｡こうし

て自主性ある他発的発展の土台が形成され,

かつまたフェー ドアウ トの先例がでると,そ

の後の直接投資導入が困難になる可能性 もみ

ることができる｡

アメ リカの直接投資は,香港を手はじめに

台湾,シンガポールに向けて,主 として電気･

電子機器産業において1960年 代後半, 特 に

1970年代に増加 した｡これは,技術が標準化

し,低賃金労働を利用するためであった｡ さ

らに,その原因は,前節に示 した国際経済の

第 1期が1960年代における急速な技術伝播に

よって過渡期に入 り,技術ギャップを克服 し
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て力をつけた日本産業の輸出競争力にアメリ

カ産業が圧迫されるようになり, 日本産業の

輸出伸長を食い止めるには,アジア NICsの

低賃金労働を利用せざるをえなくなったこと

にある｡アメリカ産業の動きに対抗 して,日

本産業 も続 々とアジア NICs-進出した｡ ア

メリカの親企業は,アジアNICsにある子会

社に対 して部品 ･材料を供給 して製品を本国

にもち帰る｡ 日本の親企業は,アジアNICs

にある子会社に部品 ･材料を輸出して,製品

は主としてアメ リカへ輸出した｡したがって,

アメ リカの場合,国内で国内向けに生産すべ

きところを労働力の安いアジアNICsという

海外の場所を借 りて生産 しているのであるか

ら,本来のオフショア生産ということになる｡

海外での生産であることか ら,必然的に部品･

材料の輸出と製品の輸入が伴 うのである｡こ

の場合,製品の方が価値が高 くなるのが一般

的であるか ら,アメリカは輸入超過 となる｡

他方, 日本の アジア NICsにある子会社が

アメ リカ向けに生産することも,広い意味で

はオフショア生産とよばれる｡ つまり,日本

国内で輸出向けに生産するのを,海外の場を

借 りて生産 しているのである｡日本にとって

は,部品 ･材料の輸出による貿易黒字がアジ

ア NICsに対 して発生 し,アジア NICsはア

メリカ向けに貿易黒字となる｡

鉄鋼,化学,その他の分野 も含めて,技術

水準が高ければ高いほど,発展途上国は先進

工業国の直接投資に依存する程度を高めざる

をえない｡逆に,先進工業国の企業は,他企

業との競合 も考慮に入れつつ,発展途上国を

自らの生産 ･販売のネットワークの中に,ど

のように織 り込めるかを重要視する｡ 発展途

上国は,他発的発展を利用すべ く,受け皿を

用意する｡ 先進工業国企業は,自らの描 くグ

ローバル (ないしリージョナル)なネットワ

ークを拡延 ･利用 して企業成長を図る｡ 両者

が一致する時に,発展途上国はNICs-転進
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できる｡ 受け皿は,発展途上国政府による政

策 ･組織づ くりか ら労働者の質,工業立地,

インフラス トラクチャーまで広範にわたり,

経済発展によって変る｡ 先進工業国企業の戦

略 も,生産技術,製品,市場規模,カントリ

ー ･リスク,他企業との競合,自国政府の政

策,国際経済環境などを考慮に入れなが ら変

化するであろう｡ そして,海外直接投資を活

発に行 うような先進工業国の相対的経済力の

変化 (これが国際経済の構造的変化につなが

る) は,企業の行 う技術進歩 と技術伝播を主

軸として,各国政府の政策 ･組織づ くり,国

民の努力などに依存する｡アジアの発展途上

国が,企業より国家主権の方が強いことを利

用 して,先進工業国企業が国境を越えて企業

の論理を追求 しようとするのを,最初は主体

的に利用 し,ついで自国化 して,アジア NICs

とよばれる経済発展を遂げた｡ しか し,国際

経済の第 2期に入 ると,多 くの環境変化に直

面する｡

ⅠⅤ 国際経済環境の変化とアジア

NICsの対応

アジア NICsは,1973年の第 1次石油危機

によって直接的な生産費上昇および先進国か

ら購入する資本財や部品 ･材料の値上が りに

よる間接的打撃をうけるとともに,その後の

先進国の低成長によって輸出増加の鈍化とい

う打撃 もうけた｡ しか も,1976年か ら表面化

した (第 1次石油危機がなければもっと早 く

表面化 したであろうが) 日 ･EC貿易戦争,

日米貿易摩擦, 米 ･EC貿易摩擦 という経済

的三極間の貿易摩擦がひん発するに至 って,

鉄鋼,カラーテ レビ,自動車などが次々に管

理貿易に組み込まれる管理貿易時代に突入 し

た｡管理貿易の下では, 日本産業がアメリカ

向け輸出を自粛 しなければならず,さらに日

本企業がアジア NICsにある子会社を経由し
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てアメ リカ向け輸出を行 うことも白粛に追い

込まれる｡それは,繊維品においてみられた

ことであり (LTAが次 々にアジア NICsへ

適用された), 近 くは, 日本製カラーテ レビ

のアメ リカ向け輸出自主規制が1977年に行わ

れたのち,1979年に韓国と台湾にも輸出白主

規制が行われた (したがって韓国と台湾の家

電業界は不況に陥 り,韓国と台湾の子会社を

利用 してアメ リカ向け輸出を図 っていた日本

企業は,妙味がな くなったために一部は撤退

するもの も出始め,アメ リカでの生産に切 り

換えるものが多 くなった)｡ したがって,貿易

摩擦に伴 う産業調整の困難を回避する一つの

手段 として,相手国に直接投資を行なって現

地生産することが活発化 している (家電製品

の大手企業は,1979年までにアメ リカでの現

地生産を手がけている)｡ 今後は, 経済的三

極において相互間の直接投資の交流が活発化

するであろう｡ ということは,7ジア NICs

がアメ リカ向け輸出生産拠点 として置かれた

位置づ けが変 ることになる｡ アジア NICs

は,国内およびその他の発展途上国に対する

輸出拠点 としての性格を強化することになる

可能性が高い (1980年代中に先進国化するほ

ど,高い技術水準をこなす ことができないな

ら)｡したが って,アジアNICs-の直接投資

は,今後はこれまでのようには高 い 率で伸び

ないであろう｡

他方, NICsの成功に刺激された準 NICs

の急速な工業化が目立 っている｡アジアでは,

フィリピン,タイ,マレーシアが準 NICsに

該当する｡ アジアNICsが,当初,繊維輸出

か ら高成長を遂げたように (シンガポールを

除 く),アジア NICsもまず労働集約的軽工

業品である繊維の輸出を伸ば している｡ 各国

の工業品輸出全体に占める割合は,1970年に

フィリピン1.6%,タイ4.1%,マレーシア1.6

%であったのに対 し, 1978年 には それぞれ

10.5%,19.2%,5.0% (マ､レーシア は1977

年) と高まっている [『通商自書』 昭和56年

版]｡ インドネシアで も,1970年の1.0%か ら

1979年には5.4%-高まっている(ただ し,マ

レーシア は繊維中心 ではな くて, む しろ電

気･電子機器に重点を置いている)｡ これ ら準

NICsの繊維品や電気 ･電子機器の生産 ･輸

出は,先進工業国か らの海外直接投資に負 う

ところが大きい｡ とりわけ,NICsにおける

賃金上昇や政治不安か ら,先進工業国企業は,

生産拠点をアジア NICsの中で も賃金上昇率

の低い国へ (例,韓国か ら台湾へ),また政治

不安のない国- (例,韓国か らシンガポール

へ)移転させている例が しだいにみ られるよ

うになっており, さらにNICsか ら準 NICs

やス リランカ-移転するケースもでている｡

こうした国際経済環境変化がある反面,ア

ジア NICsの内部にも, 経済成長 による メ

リットの反面 として限界が目につき始めてい

る｡第 1に,高成長の結果 として完全雇用にな

り,賃金率上昇が顕著になった (第 2次石油

危機による生計費上昇 もかかわ っているが)0

1977-79年にかけて,韓国の賃金率上昇率は

33･8%,34･3%,30･1%,台湾では15.4%,

16.1%,21.2%であり,1977年 と1978年につ

いて,香港では10.7%と11.7%, シンガポー

ルでは4･6% と6.7%である [『通商自書』昭

和55年 版]｡ もっと も, シンガポール は,

1979年か ら,産業構造を低付加価値の労働集

約的産業中心か ら,高付加価値の技術集約的

産業中心へ切 り換えるために,高賃金政策を

とり始めている｡いずれにして も,人 口最大

の韓国でさえ 4,000万人に克たず,香港や シ

ンガポールは500万人以下の都市国家である

か ら,今後は賃金率上昇という制約条件を無

視することはできない｡したが って,準 NICs

か らの追上げに直面する労働集約的商品の生

産に固執することは,とうていできないこと

になる｡

第 2に,アジア NICsの産業に有機的な連

329



東南アジア研究 19巻 3号

関が確立 していないため,電気機器などの生

産に必要な部品を先進工業国に依存する比率

が高い[『通商自書』昭和56年版]｡ 先進工業

国か ら部品 ･材料を輸入するということは,

貿易赤字をもた らすか もしれないし,先進工

業国の輸出抑制や輸出価格引上げに対 して弱

い立場に立つ ことになる｡ したが って, これ

を回避す るためには,有機的連関を形成す る

ように,主力産業のすそ野に当る中小資本の

技術力を向上させ ることが必要であるとされ

る｡

第 3に,外国企業を利用 して国内産業を育

成するのは効率的であるが, フェー ドアウ ト

政策を用いると新 しい直接投資が入 って こな

くなる危険性がある｡

アジア NICsとしては,国内の賃金率上昇,

準 NICsの追上げ,先進工業国の管理貿易と

低成長 という条件の下では,その中で経済発

展を持続できるように,労働集約的商品の生

産か ら一歩を進めて,資本集約的 ･技術集約

的商品の生産に転換せざるを え な い｡ しか

し,そのためにはより高い技術水準を必要 と

するが, それはアジア NICsにはない｡ そ

こで資本集約的 ･技術集約的産業を育てるに

は,かつての労働集約的産業の育成 と同様に,

先進工業国の直接投資に依拠 しようというこ

とになる｡現に,シンガポールでは,1975年,

1970年に設定 した最低資本規模 100万 Sドル

の枠を撤廃 し,1979年には投資控除制度や技

術集約的産業に対 して減価償却期間短縮によ

る法人税の軽減を行 うことになった｡また,

1970年代 に直接投資受入れを抑制 してきた韓

国では,1980年に入 ると外国人投資拡大措置

を発表 し,最低規模50万 ドルを10万 ドルに,

輸出事業および技術集約的産業に対する外資

比率50%以下という規制の緩和 と,出資元本

回収制限 の廃止を決めている [『通商白書』

昭和56年版]｡ このような努力を成功させる

ためには, フェー ドアウ ト政策について慎重
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さが特に必要となる｡ 外国企業を次 々に引き

入れて (しか し, このことは既述のような過

去のフェー ドアウ ト政策の経験か らして実現

し難いか もしれない), そのあとで フェー ド

アウ トというのでは, 2度 も同 じことを繰 り

返す ことになり,そののちにおける直接投資

誘致の可能性がますます 薄 らぐ｡ した が っ

て,新 しい分野-の外国企業の誘致は最小限

にとどめ,かつての日本が行なったように,

先進工業国企業か ら技術導入 ･技術指導をう

けるようにすることが必要であろう｡

先進工業国が管理貿易時代 に入 った こ と

は, レベル ･ア ップ をめざしているアジア

NICsに とって 厳 しい条件を諜 して い る｡

にもかかわ らず, レベル ･ア ップ は アジア

NICsの現段階における急務の課題である｡

望む らくは,半導体技術の進歩を契機 として,

次 々に第 4次技術革新が誘発 され,先進工業

国が新 しい成長分野に移 る産業調整が容易に

なり, アジア NICsの道が 開けることであ

る｡ また,半導体技術の進歩 は, かつては長

い訓練 ･経験の蓄積を必要 とした分野におい

て も,メカ トロニクスによるNC工作機械や

ロボット化などの出現によって事情が変 りつ

つある｡ その意味で,アジア NICsの行方は

暗い面ばか りともいえないように思われる｡

Ⅴ む す び

本稿では,アジア NICsの成功的経済発展

の原因と限界を,アジア NICsの内部に焦点

を当てるのではな くて,国際経済環境 という

観点に重点を置いて考慮 した｡

優れた生産技術を もたず,資本は乏 しく,

経営能力 も海外市場 もなか った現在のアジア

NICsにとって, 先進工業国企業の力を借 り

ることが,手 っ取 り早 く効率的な産業育成の

方法であった｡ しか し,先進工業国か らの直

接投資に対する需要はあるとして も,先進国
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企業による直接投資の供給がないことには,

アジア NICsの経済発展 は成功 しえなか った

はずである｡ そ して先進工業国企業 は,技術

革新の低迷 と既存の生産技術の急速な伝播 に

よって激 した競争の中で生 き延 び るた め に

は, アジア NICsの低賃金労働を利用せ ざる

をえなか ったのである｡ そうした先進工業国

企業の思惑に応えるだけの条件 (例,政治的安

定,良質の安い労働など)がアジア NICsに

あ った｡ そ して,アジア NICsには賢明な政

府があ った (ただ し香港を除 く)か らこそ,

直接投資を最大限に利用することがで きた｡

このように,1960年代か ら1970年代前半にか

けての国際経済環境 は, アジア N二[Csにとっ

て最善 とはいえないまで も,良い条件を提供

したのである｡

しか し,国際経済環境 は,いつで も不変 とい

うわけにはいかない｡1970年代後半になると,

NICsの先進工業国に対す る追上げも一因と

な っているが先進工業国の貿易摩擦や低成長

が出現 し,他方アジア NICsがお手本を示 し

たためにアジア の 準 NICsが アジア NICs

への追上げを開始 し始 めた｡ その中で,アジ

ア NICsは, 自国の規模の小 ささか ら安い労

働 とい う好条件を失い,休むいとまもな く労

働集約的産業中心か らレベル ･ア ップ して,

高い賃金で も存立できるような資本集約的 ･

技術集約的産業中心- と産業転換を余儀な く

されている｡ ここで再 び,先進工業国か らの

直接投資を期待 しているが,国際経済環境 は

大 き く変 り,先進工業国企業 は先進工業国問

の貿易摩擦を回避す るために相互の直接投資

を拡大 させ ようとしている｡ また,労働集約

的産業が育 った時にアジア NICsがとったフ

ェー ドアウ ト政策 (シンガポールでは高賃金

引上げ政策) は,先進工業国企業が直接投資

を行 うのをため らわせ るに十分な経験であ っ

た｡ このような条件の下では,アジア NICs

の先進工業国企業の直接投資受入れよりは,

技術導入や技術指導の受入れに重点を置 く方

が賢明であろう｡また,半導体技術の進歩 に

よるNC工作機械や ロボ ットの登場 は,アジ

ア NICsが技術の壁を乗 り越える一つの好材

料を提供するであろう｡
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